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令和 5 年度厚⽣労働科学研究費補助⾦（⾷品の安全確保推進研究事業） 
「⾷品媒介感染症被害実態の推計に基づく施策評価のための研究」 

 
分担研究報告書 

より現場で活⽤しやすく、また⼀般に理解が得られやすい指標の検討 
 

研究分担者 ⼩関成樹  北海道⼤学⼤学院農学研究院 
 
 

研究要旨︓⾷品由来疾患の被害実態の推計のための指標の⼀つとして、Disability-
adjusted Life Years (DALYs)が⽤いられているが、現場での利⽤や⼀般の⼈々への理
解が深まっていない。DALYs に代わる、分かりやすい新たな指標策定を検討するため
に、世界的には Food Safety Regulatoly Economics Working Group (FSREWG) と
International Social Science Liaison Group (ISSLG) という経済コスト⾯からの⾷
中毒被害実態推定を検討するワーキンググループが活動しており、本年度はその会合
に参加して、各国の最新の研究成果を収集し、現状の取組み状況を把握したうえで、
新たな指標策定のための⽅向性を⾒出した。 

Ａ. 研究⽬的 
 ⾷品由来疾患の被害実態の推計が⾏われて
おり、Disability-adjusted Life Years (DALYs)
等の指標が国際的にも⽐較可能なものとして
⽤いられている。しかし、⼀⽅で DALYs は直
感的に理解しにくい指標であることから、現場
での利⽤や⼀般の⼈々への理解が深まらない
問題がある。 
 そこで、DALYs に代わる、分かりやすい新た
な指標策定の必要性が世界的にも求められて
おり、検討が進められつつある。そこで本年度
の研究では、世界での現在の最新の取り組みを
調査し、現状を把握するとともに課題点を抽出
することを⽬的とした。 
 
Ｂ. 研究⽅法 
 Food Safety Regulatoly Economics 
Working Group (FSREWG) と International 
Social Science Liaison Group (ISSLG) と呼
ばれる経済コスト⾯からの⾷中毒被害実態推
定を検討するワーキンググループの合同会議

へオブザーバー参加し、最新の研究情報を⼊⼿
するとともに、実際に研究を進めている研究者
らとの意⾒交換を⾏なった。 
 
Ｃ．結果 
 表 1 に⽰すように、経済的な観点から⾷中
毒の被害・影響を推定する様々な試みがなされ
ていた。なかでも⽶国からの発表の中⼼は様々
な法的な規制と、経済的なメリット、デメリッ
トの議論であり、どのような規制がどの程度の
経済効果をもたらす、あるいは損失を⽣むのか、
といった観点での議論が中⼼であった。また、
⽶国での被害実態の多いサルモネラに対する
影響評価や、⽣野菜摂取に由来する⾷中毒被害
の経済的な影響を議論する内容が多かった。 
しかし、基本コンセプトとしては、Portney 

and Harrington (1987) で述べられている以
下の定義を中⼼に検討が進められていること
が多かった。 
 
WTP (Willingness to Pay, 顧客が製品・サー
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ビスに対して⽀払いたいと思う最⼤の⾦額）
 = ∑𝑊𝑇𝑃!, (reduce risk of illness) 
 =  medical treatment cost 
  + lost productivity 
       + ∑𝑊𝑇𝑃! (reduce risk of pain and 
suffering) 
       + ∑𝑊𝑇𝑃! (reduce risk of death) 
        - ∑𝑊𝑇𝑃! (individual expenditures 
on avoidance) 
 
・医療費コスト 
・療養中に損失する時間価値 
・苦痛を緩和するための⽀払意欲 

これらの総和のコストで⾷中毒被害を評価
しようとする試みである。⼀例として、シンガ
ポールでの取組み試算結果を⾒ると、サルモネ
ラ⾷中毒による被害損失額が最も⼤きなもの
と推計されていた。この結果は⽶国での試算結
果とも合致するものであった（損失の⾦額⾃体
は異なる）。 
  
Ｄ. 考察 

経済コストとして捉えようとする試みは、リ
スク管理機関への政策提⾔には分かりやすく
使いやすい指標である。しかし、⼀⽅で、医療
費コストの算出⽅法が不明瞭であり、医療機関
受診患者数から推定するのか、さらには疾病別
の治療費はどう⾒積もるのか、といった課題が
残るだけでなく、現実的にそれらのデータが収
集可能なのか、といった問題がある。また、療
養中に損失する時間価値といった観点では個
⼈レベルなのか、国レベル（GDP等）なのか、
といった課題がある。そして最も難しい部分と
して、苦痛を緩和するための⽀払意欲、といっ
た個⼈の気持ちに関わる部分の推計は極めて
難しいものである。 

したがって、研究として様々な仮定のもと、
種々の試算を⾏うこと⾃体に価値はあると思

われるが、現実的に実⽤的かどうか、といった
点では疑義がある。DALYs に代わる活⽤しや
すい指標（計算導出過程が複雑）とは⾔い難く、
この世界的な流れに追随しても、本研究で⽬指
す、新たな指標策定には到達し得ない。 

そこで、⻑年にわたり検討されてきている
DALYs そのものを否定せずに、その計算導出
過程に注⽬して、経済性と紐付ける⼿法を来年
度は検討する。 
 
Ｅ. 結論 

世界では⾷中毒被害実態の推定に経済指標
を導⼊しようとする動きが活発化しているこ
とが明らかとなった。⽇本がこの世界的な潮流
に乗り遅れないためにも、次年度以降も引続き、
情報収集を進めるとともに、⽇本国内での適⽤
の検討を進める必要がある。 
 
Ｆ. 研究発表 
１．論⽂発表 

なし 
２．学会発表 
 なし  
 
Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 

 なし
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表１ Food Safety Regulatory Economics Working Group and International Social Science 

Liaison Group Conference 2024における研究報告演題 

 

 
 

 

 

 


